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1. はじめに

石油危機後さまざまな新エネルギー技術が将来

のエネルギー需給を担うものとして検討された

が，その後世界の石油需給が緩和されたこともあ

り，新エネルギー技術はしだいに整理されていっ

た.そのようななかで燐酸型燃料電池による電力

・熱供給システム(以下，燃料電池システム)は

太陽光発電，高速増殖炉などとともに広範囲に影

響を与える可能性がある有望な新技術として注目

されている.

このような新エネルギー技術を評価するさいに

問題となることは，①技術的要因ばかりでなく比

較対象となる他のエネルギー・システムとの経済

的競合関係，あるいはシステムの導入によって発

生する社会的要因など，さまざまな側面からの検

討が必要であること，また②それらの要因のいず

れもが不確定性ゃあいまいさを含んでおり，その

評価が容易でないという 2 点が挙げられる.この

種の評価に関しては，専門家の総合的，あるいは

直観的判断にゆだねざるを得ない面が多いと思わ

れる.このような場合に最近広く知られるように

なった階層分析法(以下， AHP と略称する)は
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有効な評価手段を提供する可能性がある.

本研究は将来の都市型エネルギー供給システム

としての燃料電池の導入可能性の評価を通じて新

エネルギー・システム評価手法としてAHP の有

効性を検討しようとするものである.

2. 燃料電池システムの評価の考え方と

条件設定

燃料電池システムは，都市ガス(天然ガス)等

を燃料として発電を行なうとともに，排熱を回収

して利用するきわめて高効率なシステムで，産業

用，あるいはピルなどの業務用分散型エネルギー

源として将来広く普及する可能性があり，電気事

業やガス事業の形態にも影響を与えるとされてい

る.

燃料電池システムが実用化されるには従来シス

テム，つまり電力系統による電力供給とボイラ一

等による熱供給システムとその技術的，経済的あ

るいは社会的な競合において総合的に有利となる

ことが必要である.そこで本研究では従来型シス

テムと対比する形で評価を行なうこととした.燃

料電池システムと従来型システムとの総合的競合

関係を評価するには，両者をとりまく諸条件やシ

ステムの特性を明確にする必要がある.ここでは

以下の 7 項目を設定した.

(1) 共通条件

①供給対象地域

東京都内の新宿副都心を想定し，超高層の業務
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用ピルあるいはホテルを中心とした大規模開発地

域において利用されるものとする.

②エネルギー供給方法

エネルギー供給センター l 箇所から電力と熱を

供給する.燃料電池システムは電力系統と連係を

行なわず，単独系として運用されるものとする.

③評価対象範囲

エネルギー供給利用システム(電力，熱の生産

から需要端での利用まで)とそれによる周辺地域

への影響(周辺環境や事故の波及など)を評価対

象範囲とし，供給地域への送配電やガス輸送に関

する要因は含まない.

④ピーク需要量

電力50MW，温熱55Gcal/h，冷熱75Gcaljh 程

度とする.

⑤評価主体とその立場

東京都民総意の立場で評価する.実際のAHP

による評価では，評価者 l 人 1 人が東京都民の立

場で評価するものとした.燃料電池の可能性を見

きわめ，燃料電池システムを促進するのがよい

か，抑制するのがよいのかを判断をする材料を提

供する.

⑥事業主体

現在の電気事業法では可能ではないが，燃料電

池システムの分散型システムとしての特徴を明確

にするため，民開業者が主体となる事業であり，

既存の電気事業あるいはガス事業の直接の事業で

はないものとする.

⑦導入時期

技術開発により燃料電池の価格がかなり低下す

ると予想される約 10 年後に導入されるものとす

る. (通産省による燃料電池導入時期を参考にし

た)

(2) 燃料電池システムの股定条件

次に燃料電池による熱併給発電のシステムの設

定条件は次のとおりである.

①燃料電池システム

燐酸型で 250kWx 3 基で構成される.電力系

1986 年 8 月号

統との連係はない.燃料は都市ガス(天然ガス)

を用いる.

②運転パターン

電力需要追従運転を行ない，冷房と暖房は排熱

を利用する.つまり，燃料電池システムは，主と

して供給地域の電力需要に応じて発電を行なう

が，そのさい発生した排熱と供給地域の熱需要の

差はボイラーや吸収式冷凍機による追い焚きによ

って調整する方式をとる.

従来型システムの設定条件の概要は省略する.

3. 評価項目の検討と階層構造の構築

新技術を総合評価するための項目は大きく経済

的要因，技術的要因，社会的要因の 3 つに分けら

れるが，経済的要因をどう取り扱うかによって少

なくとも 2 つのアプローチが考えられる.第 1 の

アプローチは，前節で仮定した前提条件のもとで

経済性評価を行ない，発電単価や熱の単価を計算

し， AHP あるいは他の評価手法を用いて経済以

外の要因の評価結果を総合する方法である.第 2

のアプローチは経済性評価の結果を直接総合評価

に用いずに，その分析結果を評価者が間接的に総

合化する方法である.

この 2 つの方法にはそれぞれ一長一短がある.

第 l の方法の最大の欠点は，燃料電池などの新シ

ステムの場合は信頼性の高い経済性評価がほとん

ど不可能で，このような経済性の評価結果をAH

P に取り入れてもあまり意味ある結果は生まれな

いことである.これは経済性評価においては最も

核心的な要因である建設費や燃料費には新技術開

発やエネルギー情勢にかかわるさまざまな不確定

性がからむからである.一見，定量的評価が容易

にみえる経済性も，結局は専門家による総合的，

直観的判断にゆだねざるを得ない.そこで本研究

では，第 2 の方法を用いることにし，燃料電池シ

ステムの経済性は技術的要因や社会的要因とは別

個に検討し，総合評価ではその結果を間接的に用

いるものとしTこ.
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以上を考慮して作成した総合評価のため 表 1 階層構造のウエイト例(評価者Aの場合)

の階層構造をまとめると図 1 のようにな 第 1 水準のウエイト

る.図においてF1以下は，直接にAHP を ①技術的要因

適用しないため破線で囲んである. AHP 

の適用に当って最も重要な点は評価要因間

②社会的要因

第 3 水準のウエイト(つづき)

0.25 I ①プラントのコ γパクト性 0.60

0.75 I ②短工期性 0.26 

③建設の容易性 0.11 
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の階層構造を適切に表現することである.
②プラントの運転・保守性 0.20 

今回の作業の中ではこの階層構造の作成に ③設備容量増の難易度 0.60 

最も多くの時聞を必要とした.

4. 評価結果とその検討

(1) 評価者

図 l の階層構造を構成する評価項目のウ

エイトづけ，およびそれらの評価項目を用

いた 2 つのシステムの評価は，燃料電池技

術専門家を含むエネルギー諸分野の 7 人の

専門家 (A ， B , C , D , E , F , G とす

る)によって行なわれた.結果として次の

ような輿味あることが得られた.

①評価項目聞のウエイトづけでは，技術

的な項目を除くと評価者間の意見の差は意外に少

ない.

②システム聞の比較，つまり，燃料電池システ

ムと従来型システムの聞のウェイトづけに，評価

者聞の意見の相違が明確に現われた.これは，燃

料電池のように一般に評価がむずかしいとされて

いる対象の場合の特徴と考えられる.

(2) 経済的要因の評価

経済性に関しては，前述の設定条件にもとづき

別途，定量的な検討を行なった.結論からいえ

ば，現状では燃料電池の建設費の推計が困難であ

り，燃料電池と従来型システムの競合性は今後の

技術開発によってかなり左右される.建設費，都

市ガス価格，熱価格などが楽観的な条件のもとで

は，燃料電池は従来型システムよりかなり経済的

に有利になるが，その逆に開発状況によっては従

来型システムに太万打ちできないという状況もあ

ることがわかった.

その結果を上記の 7 人の評価者に示すことによ

484 (14) 

0.08 

0.48 

0.21 

O. 15 

0.05 

0.03 

第 3 水準のウエイト

①外国技術への依存度 O. 75 ①緊急時の対応性 0.25 

②技術の不確定性 0.25 ②燃料輸入の安定性 0.75 

①負荷追従性 0.30 ①関連産業 0.28 

②無人運転性 0.09 ②社会制度 0.48 

③保守性，信頗性 0.61 ③供給・拡充投資 0.12 

④地域開発・社会資本 O. 12 

の整備

(注) 項目聞の階層構造については図 3.1 参照.

り AHP の評価に反映させるとともに，また後述

のように経済性をパラメータとして総合的な検討

を行なった.

(3) 技術的要因および社会的要因の評価

これらの評価項目のウェイトづけは一対比較に

よって行なった.図 l の第 l 水準の技術的要因と

社会的要因の評価については，全評価者が「社会

的要因が，技術的要因に比べてやや重要(評点 3 ) 

である j と答えている.評価対象項目は全部で36

対あるが，そのうち 3/4 については 7 人の評価者

間でかなり一致している.不一致が多いのは第 2

水準の技術的要因に関するものが多い.

表 1 に階層構造の項目聞のウエイトの例(評価

者Aの場合)を示す.

(4) 個別項目によるシステム評価

表 2 に 2 つの対象システム，燃料電池システム

と従来型システムに対する 7 人の評価結果を示

す.この表では従来型システムが燃料電池システ

ムと比較してより優れている場合に l よりも大き
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/プラント建設コスト (F，")建設期間(建中利子，金利)，コンパクト性，物価上昇，
/'建設費 (Fll )ど (機器本体，周辺機器) コストダウンの可能性(量産可能性，市場性).

/---. ,-w ~BOP建設リスト 特殊材料の制約(建設資材，添加物)，研究開発費

経済的(日)ぐ (ユーテイ附・土地・建物e同 (F112 ) プラントのスペース也物価上昇
要図 ¥ 

¥ /固定費

y \年間経費 (ωく
\\可変費 (F'22) 燃料費(効率).直接人件費，修繕費，諸費

Lーーーーーーー一一ーー一一一ー一司一一一ー一ー一一ー一ーー一ーーーーーー一一一ーー一一ーー一ー一一ーーー一一ーー一一ー一一一ーーーーーー一一ーーーーーー一一ーーー一一一ー一司ーーー一一ー一一ーーー一ーー」

燃料電池!
普及の
可能性

明〕

(F'2') 固定資産税，減価償却費(耐用年数)，金利，一般管理費

〔説〔第 3 水準〕〔第 2 水準〕〔第 1 水準)
s
g

骨
∞
泊
中

開発の難易・不確実性 (F2，)てアー外国技術への依存度
\\技術の不確実性

(F 211) 研究開発費
(F.臼)新規研究開発の危険性(研究・開発の見通し)

(F 22') システム応答性，操作性
(F 222) 無保守性，自動化の程度，遠隔監視制御性
(F223 ) 事故時の対応，信頼性

プラントの運転・保守性 (F22 )マー負荷追従性
\ミ\無人運転性 ー(正常時)
\保守性，信頼性一(異常時)

技術的(F2)
要因

(F 23') パッケージ化程度
(F 232) 
(F233 ) 工事のやりやすさ(資材搬入性，工事上のトラブル)

プラントのコンパクト性
短工期性

建設の容易性

(F31l)施設公害・安全性(火災，大気汚染，水質汚染，騒音，
A燃料・廃棄物の貯蔵)

(F3，.l美観，プラントのコンパクト性
(F313) 事故発生頻度(プラントの信頼性)，復旧に要する時間，

事故の規模(電気系・燃料系)

(F32，)予備品の確保
(F322 ) 燃料輸入先の地域的偏り・国情安定住

緊急時の対応性
燃料輸入の安定性

(F33，)メーカー，電気事業，ガス事業，地場産業，雇用 等
(F332 ) 東京都条例(~コ電気事業法，ガス事業法，熱供給事業法，

消防法，建築基準法，手) (ex. 東京都公害防止条例〕
(F333 ) 景気，税収
(F334 ) 公共施設，道路 等

関連産業
社会制度

供給・拡充投資
地域開発・社会資本の援備

図 1

環境保全性

環境調和性

事故時の影響度

エネルギーの安定供給 (F.2)
(燃料)

社会的(F.)
要因

AHP階層グラフ

(F23) 設備容量増の難易度
(スケールアップ)

(F31) P.A (パブリック・
アクセプタンス)

(立地，地域社会との共存)

(F3.) 間接的な波及効果

(
-
u
)品目
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な値となっている. 7 人の評価者

間の整合度(@ :ほとんど一致，

表 2 燃料電池に比べた従来システムの評価結果

求| l雨丙ド f~GI!・・ x ほとんど一致せず)

を見ると，全体的に高くないが，

さらに細かくみると技術的要因に

関しては評価の結果がおおむね同

じ方向であるのに対して社会的要

因に関してはやや不一致が見られ

る.意見が分かれた項目はプラン

トのコンパクト性，短工期性，事

外国技術への依存度 3 3 3 2 3 ラ 。

技術の不確実性 9 7 7 3 2 3 5 @ 

技術的 負荷追従性 3 。

無人運転性 。

保守性，信頼性 2 3 5 3 3 。

要因 プラントのコンパクト性 1/4 3 1/5 1/5 3 ム

短工期性 1/7 1/5 1/3 1/3 3 1/3 ム

建設の容易性 1 5 5 3 。

環境保全性 1/7 1/5 1/3 1/7 1/ラ 1/3 @ 

環境調和性 1/7 1/2 1/7 1/日 1/3 。故時の影響，緊急時の対応性，燃

料輸入の安定性，社会制度，地域

開発・社会資本の整備等の項目で

ある.これらは，燃料電池の現在

の開発状況では，見通せない項目

が多く，いずれも評価がむずかし

いものである.

社会的
事故時の影響度 1/2 3 1/3 3 5 ム

緊急時の対応性 3 1/3 3 5 3 ム

燃料輸入の安定性 1/3 1/3 3 3 ム

関連産業 1/2 1/5 1 1/3 1/3 。
要因

社会制度 2 1/3 5 3 1/3 3 F ム
供給・拡充投資 1/2 1/3 1/5 。

地域開発・社会資本の整備 1/2 1/3 3 5 1/2 1/3 ム

技術的要因に関する評価では，プラントのコン

パクト性，短工期性等の点で燃料電池が有利とな

っているが，その他の点では，従来技術が有利に

なっている.社会的要因では環境保全性，環境調

和性などの項目で燃料電池が有利になっている

が，事故時の影響度，緊急時の対応性等の項目で

は従来システムが有利とされている.

(5) 総合システム評価

まず評価がむずかしい経済的要因を除いて， A

HPt;こより求めた 7 人の評価者の結果を示すと表

3 のようになる.

許点が l より大きい場合は，燃料電池システム

の方が優れていると考えていることを示す. (数

値 3 は「やや優れている」ことを意味する. )燃

料電池システムが従来システムよりやや勝ってい

ると考える評価者が 1 名，ほぼ同程度と考える評

価者が 4 名，逆に多少劣っていると考える評価者

が 2 名いることになる.

2 図は評価者Aについて経済的要因をパラメト

リックに変化させた場合の燃料電池システムと従

来システムの評価値を示す.図では燃料電池の経

486 (16) 

表 3 7 人の評価者の結果

評価者 I A B C D E F G 

評点 I 2 位1.26 1. 19 1. 10 1. 00 0.68 O. 70 

済性は従来システムと比べてやや悪いと仮定され

ており，さらに技術・社会要因に対する経済要因

に対するウェイトを機軸にとってある.評価者A

の場合は，経済的要因と技術・社会要因のウエイ

トがであれば 2 つのシステムの良さに有意

な差がないということになる.しかしこのような

分析では経済性を他の要因とどのようにウエイト

づけるかに関して明確な決め手がないのが最大の

欠点、である.

以上の評価結果を一言で集約すれば，燃料電池

システムと従来システムの総合的な競合性はかな

り微妙であり，簡単には判断できないということ

になろう.

6. あとがき

新エネルギー技術の評価を l つの事例として得

たAHP の有効性に関する感想は次のようにまと

オベレーションズ・リサーチ
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評価者Aにおける経済要因の影響度

計測しているのではないという点にも注意が必要

である.

最後に，本研究は(財)電力中央研究所の助成に

より，昭和60年度において(財)エネルギー総合工

学研究所において行なった研究「エネルギー・シ

ステム評価手法の開発研究J の一部であり，筆者

等 4 名の他に多くの方にご参加，ご協力いただい

これらの方々に厚くお礼を申し上げたい.Tこ.

図 2

まず，この手法の長所としては，きわめて手軽

でわかりやすい点があげられる.また，論理の首

尾一貫性に関して評価者に過度の負担をかけずに

済むので，専門家の協力が得られやすい.

って，定量的評価が困難で専門家の総合判断にゆ

だねざるを得ないような問題に関しては広く適用

できそうである.反面，評価項目の中に本研究の

「経済性」のように定量的評価を行なうほうが適

し Tこカ:

められる.

献

エネルギー・システム評価手法の開発研究(第 5

年度版)， (財)エネルギー総合工学研究所， 昭和60
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か否か，総合評点を各項目の加重和として表現す

る方式は妥当か，一貫性係数はどこまでの大きさ
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